
















































































































































































































































織基本計画に戻されることになった（D. Truchet, Droit de la santé 
































4 本 稿 に お い て、CASFは 社 会 事 業･家 族 法 典、 ま たCSPは 公
衆衛生法典の略である。なお、L.は、法典の法律部分を意味する。



































6 計 画 の 変 遷 も 含 め た 制 度 の 詳 細 に 関 す る 文 献 は 多 い が、 最
近のものとしては、M.-L. Moquet-Anger, Droit hospitalier, LGDJ, 
2018, p.155 et s.
7 Y. Rose Rayssiguier et G. Huteau (Dir.), Politiques sociales et de 
santé, Presses de l'EHESP, 2018, p.708；M.-L. Moquet-Anger, op. cit., 
p.164
































9 契 約 で あ る こ と に よ り 拘 束 力 が 発 生 す る と 同 時 に、 複 数 年
であることにより単年度予算にない弾力性が発生する。












































































































15 M.-L. Moquet-Anger, op. cit., pp.125-149の 用 語 法 に 従 え ば、
「機能的協力」と「組織的協力」の枠組みに分かれる。


































17 A. Lami et V. Vioujas, Droit hospitalier, Bruyant, 2018, p.66
18 連 帯 保 健 省 に よ れ ば、2017年11月 時 点 で135のGHTが 創 設 さ れ

































19 P. Naitali, << Les GCSMS  :un cadre juridique instable >>, 
RDSS, No1 2012, p.56 et s.
20 両 制 度 の 類 似 性 か ら、 別 々 に 規 定 す る こ と の 必 要 性 を 疑 問
視する指摘もある（J. Hardy, op. cit., p.63）。
21 M. Borgetto et R.  Lafore ,  Droit  de l 'a ide et  de l 'act ion 





























































23 経 済 財 政 諮 問 会 議 も 国 の 附 属 機 関 で あ る が、 内 閣 総 理 大 臣
が議長になることにより、実質的に拘束力が高まるのも一例である。

















































































































































29 地 域 医 療 連 携 推 進 法 人 の よ う な 一 般 社 団 法 人 の 場 合 に は、
一社員一議決権であり、出資法人への配当ができないという特徴が
ある。




31 「 連 携 協 約 」 は、 地 方 公 共 団 体 同 士 が 連 携 し て 事 務 を 処 理 す
るに当たっての方針・役割分担を定める協約であり、多様な連携が
可能となる柔軟な仕組みである。この場合、具体的な事務処理は、
他の協力の仕組みなど必要な措置に委ねられることになる。これに
対して「協議会」は、実際に地方公共団体の区域を超えて事務を共
同処理するための仕組みであり、議会の議決を経て規約により設立
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体の組合である⑥一部事務組合及び⑦広域連合も、連
携・協力の枠組みとして捉えることができる（同284条
等）。このうち①から⑤が法人ではなく、フランスの法
人格なしの枠組み対応するのに対して、⑥及び⑦は特
別地方公共団体という法人であり、フランスの法人格
ありの枠組みに相当する。
フランス及び地方自治制度を参考に考えると、法人
格なしの枠組みとしては、ａ．社会福祉法人が担う事
業の協議会等による共同処理又は共同機関の設置、ｂ．
社会福祉法人が担う事業に関する協議会等による相互
の連絡調整、ｃ．職員の派遣又は事業（業務）の委託
が考えられることになる。また、具体的な連携・協力
の前提となる方針・役割分担を規定し、又は弾力的な
形での連携・協力の大枠を規定するための連携協約の
ような仕組みも考えられる。
このうちｂ．は事実上の行為に止まり、そこから直
接法的効果が発生するわけではなく、事業は各法人が
実施することになる。また、ｃ．については、外部へ
の業務委託であれば、給食、洗濯等の関係で実例が存
在する。また、職員の派遣の関係では、職員の出向等
による派遣のほか、事務職員、管理栄養士等の派遣労
働が存在する。これらの場合は、福祉各法による規制
を別とすれば、一般の民事法、労働法等により規律さ
れることになり、福祉固有の法的手当が更に必要かは
要検討である。これに対して、ａ．の場合には、協議
会又は共同機関によって事業の一部が行われることか
ら、そこには法的な効果が伴うことになる。その点では、
協議会の設置及び機関等の共同設置に関する法的手当
が望ましい。
される。さらに「機関等の共同設置」は、行政の簡素化を目的とし
た共同処理方式であり、内部組織、行政機関、議会事務局等の機関
等を共同設置することになる。設立方式は、協議会と同じである。
また、「事務の委託」は、事務の一部の管理・執行を、他の地方公共
団体 に委託する制度であり、これにより行政運営の効率化・合理化
が図られる。手続きは、協議会と同じである。「職員の派遣」は、事
務処理の必要から、文字通り他の地方公共団体に職員の派遣を求め
る制度である。この他にも「事務の代替執行」があるが、本稿の連携・
協力の枠を超える。制度の詳細は、松本英昭『新版逐条地方自治法』
（学陽書房、2015年）1229頁以下を参照されたい。
この点を敷衍する。例えば協議会等の場合であれば、
それ自体は法人格を有せず、あくまで構成員である社
会福祉法人の名において事業を行い、その効果は当該
法人に帰属することになる。これを法的に整理すると、
民法の代理（99条等）となろう。とはいえ、契約等の
相手方である第三者にとっては、当事者が協議会等や
共同機関なのか構成員である個々の法人なのかが分か
りにくく、不安定な地位に置かれる可能性はある｡ そ
の点では、協議会等や共同機関の位置付けが法律上も
明確な方がいいことになる。問題は、共同処理すべき
業務が存在するかである。協議会等や共同機関の特徴
は、業務は共同処理であるが、法的効果は個別であり、
法人設立と異なり簡易である点にあり、如何なる事業
が対象となるかは要検討である。
法人格ありの枠組みについては、フランスや医療の
例を踏まえると、福祉版の地域連携推進法人のような
法人形態、既存の法人累計の活用、社会福祉協議会の
業務拡大等、様々な選択肢がある。フランスの取組を
みると、医療・福祉に限定されない一般的な法人制度
もあるが、この分野固有の法人形態が設けられてい
る。また、法人でない協約形態による枠組もあり多様
である。その点では、地域の実情に応じた多様な連携・
協力形態を用意することが望ましい。その際には、前
述のように公益・非営利・ガバナンスが前提となるが、
設立法人の収益が出資法人に還元され、結果的に公益
性が担保されるならば、営利法人形態を排除する必要
は必ずしもなかろう。
「法人は、この法律（筆者注：民法）その他の法律の
規定によらなければ、成立しない」（民法33条1項）が、
逆に言えば、法律によって多様な形態が生まれ得るこ
とにもなる。
（４）行政計画の実効性の確保手段
介護、保育等を典型とするニーズの増大に対して
は、補助金等とセットとなった行政計画は、基盤整備
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のための有効な政策手段となってきた。しかし、ダウ
ンサイジングに対しては、有効な政策手段が見出しに
くいのが現実である。例えば、総量規制も新規参入に
対する障壁になるとしても、既存事業者等の再編・転換、
更には市場からの撤退の手段とはならない。医療・福
祉という人に対する継続的サービスにおいては、既存
施設の建替等を待って再編・転換を図っていくとすれ
ば、時代の変化に追いつかない可能性もある。
ところが、医療・福祉は、山間僻地ほど人口の割に
ニーズが高く、しかも人口減少という点で動きが早い
分野である。その時に全国的に必要なサービスを提供
する選択肢は、ロジスティックスの共同化（購買、研
修、システム等）、委託、サテライト化等による地域資
源の集約化がある。特に小規模法人が多い福祉分野で
は、出向等の人事交流は、人事活性化にも資すること
になる。
これらを実現するためには、総量規制も含めた許認
可行政ではなく、行政計画に基づく明確な方針の下で
の誘導的な手法が求められる。フランスの協約又は共
同体の枠組みを参考にするなら一つの可能性としては、
地方公共団体が計画に基づき策定する方針に沿って、
① 地方公共団体が地域の事業者等のステークホルダー
とともに地域連携推進法人等を設立するか、
② 地方公共団体と事業者等のステークホルダーによる
協約に基づき協議会等又は共同機関を立ち上げるか
により、事業を実施することが考えられる。
このうちの地域連携推進法人等は、複数の社会福祉
法人に加え地方公共団体等が入ることにより、その業
務が事業者同士の事業の共同処理や地域貢献事業の共
同実施だけではなく、地域福祉やまちづくり等を含め
た射程の広いものになる可能性がある。その辺りは立
法政策上の問題であるが、いずれにせよ法人である
以上は法的な手当が必要となる。これに対して、地方
公共団体も入った協約による協議会等又は共同機関は、
必ずしも法的手当は要しない。ただし、その位置付け
を明確化し、地域福祉計画等の行政計画と関連付ける
のであれば、法定の制度とする必要が出てくる。
（５）小括
人口減少社会における医療・福祉にも選択と集中が
必要な時代に入っている。しかしながら、単なるダウ
ンサイジングができないのが、この分野の宿命であ
る。そのとき必要となるのは、社会資源の有効活用に
も資するステークホルダーの連携・協力である。かか
る問題意識の下で検討・考察したのが、上記の行政計画、
協議会、事業者間の連携・協力の枠組みであり、これ
らをPDCAの連環に有機的に組み込むことであった。
連携・協力の必要性は、①ダウンサイジングに対処す
るための社会福祉法人経営上の事情と②地域貢献等に
対応するための非営利公益法人としての事情に分かれ
る。このうち①は、まさに法人の経営判断の問題である。
また、②は、社会福祉法（24条）の経営の原則等の規
定に照らすと、如何なる事業を実施するかは、相当程
度社会福祉法人の裁量に委ねられていると解される。
重要な点は、何れの場合も、これからの時代、一法
人のみで難局を乗り切ることを社会福祉法等が求めて
いるわけでないことである。従って、社会福祉法人と
しては、経営上の必要や地域のニーズを把握し吸い上
げ、連携・協力の枠組みを作ることが現実的な選択肢
となる。他方、行政としても、地域福祉計画等の行政
計画で描かれた目標等を実現するための術が必要とな
る。とりわけ、財源的な裏付けが弱い地域福祉の分野
であれば、ステークホルダーを巻き込んだ取組が尚更
必要となる。
この行政と事業者、そして事業者同士を同じ土俵に
乗せるプラットフォームが求められることになる。そ
の媒介となるのが、社会福祉法人間の協約による協議
会等又は共同機関、場合によれば地方公共団体も参画
した地域連携推進法人等、地方公共団体等も含めたス
テークホルダー間の協議会等又は共同機関、更には地
域連携協約等の枠組みであり、結果として、これらが
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行政計画の実効性を高めることになる（図2参照）。
図 2　連携・協力のプラットフォーム　
地域連携推進法人等
法人 法人
法人 法人
法人 法人
総量規制
参画
目標 連携協約
協議会等・共同機関 
協議会等・共同機関
PDCA
行政 
行政計画 許認可
６．終わりに
日本のみならずフランスも、医療と福祉は異なる歴
史を歩みつつも、相互に影響し合い、地域レベルでも
両制度の連携・協力の必要性が高まっている。
本稿では、既存の制度の考察に止まらず、立法政策
にも多少踏み込んで議論を行った。2025年問題及び
2040年問題を乗り越える鍵は、地域社会と密接な福祉
にある。その時、既存の法的パラダイムの限界を超え
る発想が必要であろう32。
32　 本稿は、JSPS科研費18G07の助成を受けた研究成果の
一部である。
